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　上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の定めに基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
　なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第81回定時株主総会資料
【電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による

交付書面に記載しない事項（交付書面省略事項）】

（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制

事業報告
業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するため
の体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．当社グループの役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、東鉄工業グル
ープ行動憲章を全役職員に周知徹底する。

ロ．コンプライアンス担当役員（CCO）を置き、コンプライアンス統括部署を設置するとともに、本部、支
店、子会社それぞれにコンプライアンス責任者（CO）及びコンプライアンス担当者を配置する。

ハ．コンプライアンス委員会を定期的に開催し、当社グループのコンプライアンス体制の確立、浸透、定着を図
る。

ニ．内部統制室は、監査を通じて、内部統制システムに対する監視を行う。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項は、当社の社内規定に従って管理を行い、取締役は
常時閲覧可能とする。
③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　「取締役会規程」を定め、取締役会において、会社運営に関する基本方針及び業務執行に関する重要事項を決議
する。また、「取締役会規程」及び「職務権限規程」を定め、業務執行にあたって責任の明確化と意思決定の迅速
化を図る。
④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．リスク管理体制を整備するため、リスク管理に係る規則の見直し及び制定を実施する。
ロ．リスク管理委員会を定期的に開催し、想定されるリスクの把握、回避策の策定等を統括的に管理する。
ハ．事業運営に重大な影響を及ぼす事態が発生した場合に、危機管理委員会を開催し、被害・損失・影響等の最
小化を図る。

ニ．リスク管理に係る役職員への教育研修等を実施する。
ホ．当社グループの役職員に対する内部通報システムを適正に運用する。
⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
イ．子会社管理規程により、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、定期的に報告を受け
る。

ロ．リスク管理に係る規則により、子会社はリスクに関する管理体制を構築する。
ハ．年度計画に則り、当社グループが達成すべき目標を明確化するとともに、子会社ごとにPDCA手法により業
務遂行状況の評価、管理を行う。

ニ．当社グループの役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、東鉄工業グル
ープ行動憲章を子会社の全役職員に周知徹底する。

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
イ．内部統制室に所属する使用人に、必要あるときは、監査役の職務の補助業務を担当させる。
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業務の適正を確保するための体制

ロ．内部統制室の当該使用人の人事等については、事前に監査役と協議する。
ハ．監査役の職務の補助業務を担当する使用人が、その業務に関して監査役から指示を受けたときは、専らその
指揮命令に従う体制を整備する。

⑦ 監査役への報告に関する体制
イ．当社グループの役職員は、職務執行に関して重大な法令・定款違反、もしくは不正行為の事実、又は会社に
重大な損失を与える事実が発生し又は恐れがあることを知ったときは、遅滞なく監査役に報告する。

ロ．当社グループの役職員は、事業、組織に重大な影響を及ぼす決定をしたときは遅滞なく監査役に報告する。
ハ．当社グループの役職員を対象とした内部通報システムを整備し、当社の監査役を通報窓口とする。
ニ．第三者からの通報は、当社ホームページ上のお問い合わせ窓口（メール）又は電話で受付し、必要ある場合
は監査役へ報告する。

ホ．当社グループの役職員が上記各項に係る通報をしたことを理由として、不利益な取扱いをすることを禁止す
る。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について
生ずる費用又は償還の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をしたときは、速やかに当該費用又は債
務を処理する。
⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．代表取締役は監査役と定期的な意見交換の場を設け、会社運営に関する意見の交換のほか意思の疎通を図
る。

ロ．当社は、効果的な監査業務の遂行のため、監査役と内部統制室との連携を図る。
⑩ 当社グループの業務の適正を確保するための体制の運用状況に関する事項
　当社グループの業務の適正を確保するための体制の運用については、取締役会において定期的に検証を行い、事
業年度の運用状況の概要を事業報告に記載する。
⑪ 財務報告に係る内部統制の体制及び評価に関する事項
イ．財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するために必要な体制を整備し、運用する。
ロ．前項に定める体制の整備及び運用の状況について、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の
評価の基準に従って、事業年度ごとにこれを評価する。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社グループは「東鉄工業グループ行動憲章」において、「私たちは、企業活動や生活に脅威を与える反社会的
勢力の行動のリスクを想定し、未然防止に努めます。また、危機管理体制を常に整備し、万一事象が発生した際
は、迅速、適切、組織的に対応します。」と宣言し、反社会的勢力との関係遮断に取組む。
　また、警察当局や関係機関などと十分に連携し、反社会的勢力に関する情報を積極的に収集ならびに共有化する
とともに、研修等の機会を通じて反社会的勢力への対応について教育・研修を継続して行う。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、業務の適正を確保するための体制について、内部統制システムの整備及び運用の監視計画を定め、継続的
にグループ会社を含めた監視を実施し、取締役会にその結果を報告しております。また、監視の結果判明した問題点
につきましては、改善処置を実施し、より適切な内部統制システムの整備及び運用に努めております。当事業年度に
おける当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。
　コンプライアンスにつきましては、当社グループの役職員の職務の執行が法令に適合することを確保するため、東
鉄工業グループ行動憲章を制定し、法令遵守をはじめとする、企業倫理の徹底に取り組んでおります。また、コンプ
ライアンス委員会を本社、支店、グループ会社に設けて、全社をあげてコンプライアンス体制の確立、浸透、定着を
図っております。
　取締役の職務執行の適正及び効率性確保に関する体制につきまして、取締役会は、社外取締役４名を含む取締役９
名で構成され、社外監査役２名を含む監査役３名も出席し、会社運営に関する基本方針及び経営上の重要事項を決定
するとともに、業務執行状況の報告を受け、監督を行っております。また、グループ会社から、定期的に経営上の重
要事項について報告を受けております。
　リスク管理につきましては、リスク管理委員会を本社に設けて、定期的にリスクの洗い出し及び取組施策の見直し
を行い、発生するリスクへの万全な対応が図れる体制を構築しております。また、内部通報制度につきましても、グ
ループ全体で構築するなど、リスク回避に取り組んでおります。
　監査役の監査の実効性確保につきましては、代表取締役と監査役の相互の意思疎通を図るため定期的な意見交換の
場の設定、監査役に取締役会等重要な会議への参加機会の提供、並びに内部統制室と監査役の緊密な連携を図ること
に取り組んでおります。

3



2024/05/22 13:35:36 / 23070453_東鉄工業株式会社_招集通知

連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 2,810,000 2,977,863 97,878,547 △3,897,519 99,768,890
当期変動額
剰余金の配当 － － △3,245,544 － △3,245,544
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 8,296,515 － 8,296,515

自己株式の取得 － － － △197 △197
自己株式の処分 － － － 2,820 2,820
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 － 188,837 － － 188,837

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － －

当期変動額合計 － 188,837 5,050,970 2,622 5,242,430
当期末残高 2,810,000 3,166,700 102,929,517 △3,894,896 105,011,321

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 2,560,795 54,933 2,615,728 1,105,448 103,490,067
当期変動額
剰余金の配当 － － － － △3,245,544
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － － － 8,296,515

自己株式の取得 － － － － △197
自己株式の処分 － － － － 2,820
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 － － － － 188,837

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,526,145 1,276,433 2,802,578 △51,583 2,750,994

当期変動額合計 1,526,145 1,276,433 2,802,578 △51,583 7,993,425
当期末残高 4,086,940 1,331,366 5,418,306 1,053,864 111,483,492

連結計算書類
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連結注記表

連結注記表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記)
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社数 ５社 東鉄機工株式会社
東鉄メンテナンス工事株式会社
東鉄創建株式会社
興和化成株式会社
株式会社全溶

2. 持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社数 １社 株式会社日本線路技術

　持分法適用関連会社であった株式会社ジェイテックは、株式の売却により、持分比率が低下したため持分法適用の範囲から除
外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産（未成工事支出金等）
ａ 未成工事支出金 個別法による原価法
ｂ　未成業務支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
ｃ　商品及び製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
ｄ　材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　主として定率法によっております。ただし、機械、運搬具及び工具器具備品のうち大型保線機械、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑶ 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 完成工事補償引当金
　完成工事に係る契約不適合責任に基づき要する費用に充てるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額を
計上しております。
③ 賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度対応分を計上しております。
④ 工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額
を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。
⑤ 修繕引当金
　保有する線路保守用車両等の定期的な保守及び修繕の支出に備えるため、当該支出見込額のうち当連結会計年度末までに負担
すべき額を計上しております。
⑥ 役員株式給付引当金
　役員の当社株式給付に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。
⑦ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、一部の子会社は内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑷ 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理しており
ます。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
③ 小規模企業等における簡便法の採用
　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。

⑸ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す
る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

土木事業及び建築事業
　当社及び連結子会社において、土木及び建築工事全般に関する、企画、設計、施工、監理等の事業を行っております。工事収
益総額は、原則として顧客との工事請負契約の金額で算定しておりますが、契約前に発注者の工事指示書等に基づき作業を行っ
た場合、未契約金額については発注者からの工事指示書等の内容から、見積りによって算定しております。当該事業において
は、主に顧客との工事請負契約に基づき、土木及び建築工事を行う履行義務を負っており、当該履行義務は、工事の進捗に応じ
て資産の支配を一定の期間にわたって顧客に移転しているものと考えられるため、当連結会計年度末において測定した当該履行
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義務の充足に係る進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗度の見積りは、契約ごとに、期末日まで
に発生した原価の累計額が、工事原価総額に占める割合（インプット法）に基づいて算定しております。また、履行義務の充足
に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合
には、原価回収基準により処理しております。工期がごく短い工事については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履
行義務を充足した時点で収益を認識しております。
　なお、一定の期間にわたり収益を認識する方法により計上した完成工事高は、97,430,506千円であります。

(会計上の見積りに関する注記)
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約に係る完成工事高
（竣工済みの工事及び原価回収基準により処理した工事を除く）　49,988,629千円
⑵ 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約については、工期がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見
積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。進捗度の見積りは、契約ごとに、期末日までに発生した
原価の累計額が、工事原価総額に占める割合（インプット法）に基づいて算定しております。
　工事収益総額のうち、契約前に発注者の工事指示書等に基づき作業を行った場合、未契約金額については発注者からの工事指示
書等の内容から、見積りによって工事収益総額を算定しております。
　また、工事原価総額の見積りは、工事ごとに将来の気象条件や作成時点で入手可能な情報に基づいた施工条件や資機材価格につ
いて仮定を設定し、作業効率等を勘案して工種ごとに詳細に積み上げることによって見積っております。
　工事収益総額及び工事原価総額の見積りは、新たな合意による工事契約の変更や工種並びに工法の見直し、新たな事象の発生等
の状況変化により変動する可能性があります。その結果、工事収益総額及び工事原価総額は見積金額と異なる場合があり、翌年度
の連結計算書類の一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約に係る完成工事高に影響を与える可能性があります。

(追加情報)
（株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」）
　当社は、2022年６月28日開催の第79回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役及び執行役員（社外取締役を除き、以下「取
締役等」という。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ（＝Board　Benefit　Trust））」（以下「本制
度」という。）を導入しております。
⑴ 本制度の概要
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」という。）を
通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当
の金銭（以下「当社株式等」という。）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等
の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。
⑵ 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上して
おります。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は236,410千円、株式数は100千株であります。

7



2024/05/22 13:35:36 / 23070453_東鉄工業株式会社_招集通知

連結注記表

未成工事支出金 1,380,215千円
未成業務支出金 221,380
商品及び製品 982,333
材料貯蔵品 1,174,109

銀行借入金保証 31,467千円

受取手形 2,107,138千円
電子記録債権 55,646
完成工事未収入金 62,760,982
売掛金 1,714,439
契約資産 37,458,869

当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 36,100 － － 36,100

合計 36,100 － － 36,100

自己株式

普通株式 1,674 0 1 1,673

合計 1,674 0 1 1,673

(連結貸借対照表に関する注記)
⑴ 未成工事支出金等の内訳

⑵ 保証債務

⑶ 受取手形・完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額はそれぞれ以下のとおりであります。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
⑴ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注1) 当連結会計年度期首の普通株式の自己株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式101千株が含まれております。
(注2) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。
(注3) 普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、株式給付信託（BBT）から退任した取締役等への株式給付による減少１千株でありま

す。
(注4) 当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式100千株が含まれております。
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決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額 (円) 基準日 効力発生日

2023年 6 月28日
定時株主総会 普通株式 1,622,772 47 2023年 3 月31日 2023年 6 月29日

2023年11月 9 日
取締役会 普通株式 1,622,772 47 2023年 9 月30日 2023年12月 8 日

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額 (円) 基準日 効力発生日

2024年 6 月26日
定時株主総会 普通株式 1,726,350 50 2024年 3 月31日 2024年 6 月27日

⑵ 配当に関する事項
① 配当金支払額

(注) 2023年６月28日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金4,784千
円が含まれております。
2023年11月９日取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金4,728千円が
含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2024年６月26日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

(注) 2024年６月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金5,030千
円が含まれております。

(金融商品に関する注記)
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
またデリバティブ取引は行っておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　受取手形・完成工事未収入金等の営業債権に係る顧客の信用リスクに関しては、取引事前審査、定期的な与信状況報告、取引
先ごとの期日管理及び残高管理を行い、リスク低減を図っております。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、四半
期ごとに時価把握を行っております。
　支払手形・工事未払金等の営業債務及び借入金（運転資金）の流動性リスクに関しては、月次資金繰計画を作成するなどの方
法により管理を行っております。
　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、固定金利であるため
金利変動リスクはありません。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
a 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理の規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等を定期的にモニタリン
グし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の信用管理の
規程に準じて管理を行っております。

b 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　当社は、投資有価証券である株式は、定期的に時価や投資先の財務状況等を把握するとともに、投資効果を勘案して保有
状況を見直すことで市場リスクを管理しております。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

①　受取手形・完成工事未収入金等 104,097,076 103,955,478 △141,598

②　投資有価証券

　　その他有価証券 13,090,026 13,090,026 －

資産計 117,187,103 117,045,505 △141,598

③　リース債務（注3） 770,919 751,723 △19,195

負債計 770,919 751,723 △19,195

区分 当連結会計年度

非上場株式 272,883千円

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

c 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき、財務部が資金繰計画を作成・更新することにより流動性リスクを管理しておりま
す。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動
することもあります。

⑤ 信用リスクの集中
　当期の連結決算日現在における営業債権のうち71.5％が特定の大口顧客に対するものであります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)

（注1）「現金預金」、「支払手形・工事未払金等」、「短期借入金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似
するものであることから、記載を省略しております。

（注2）市場価格のない株式等は、「②　投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額
は以下のとおりであります。

（注3）１年以内に返済予定のリース債務を含めております。
　なお、リース債務の金額には、利息相当額を控除しない方法によっているリース債務29,963千円が含まれております。

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 13,090,026 － － 13,090,026

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形・完成工事未収入金等 － 103,955,478 － 103,955,478

リース債務 － 751,723 － 751,723

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分
類しております。
受取手形・完成工事未収入金等
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現
在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
リース債務
　リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算
定しており、レベル２の時価に分類しております。

(企業結合等関係)
（共通支配下の取引等）
　当社は、連結子会社である興和化成株式会社について、株式を追加取得しました。
⑴ 取引の概要
① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　興和化成株式会社（当社の連結子会社）
事業の内容　　　　　鉄道関連製品の製造及び販売等

② 企業結合日
2024年３月31日(みなし取得日)

③ 企業結合の法的形式
非支配株主からの株式取得

④ 結合後企業の名称
変更ありません。

⑤ その他の取引の概要に関する事項
　追加取得した株式の議決権比率は4.2％であり、当該取引により興和化成株式会社の議決権比率は85.7％となりました。当該追
加取得は、当社グループのガバナンス強化を図るために行ったものであります。
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取得の対価 現金 25,326千円
取得原価 25,326

連結貸借対照表計上額 時価

868,723 6,359,358

⑵ 実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、共通支配下の取
引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

⑶ 子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

⑷ 非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
① 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得
② 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

188,837千円

(賃貸等不動産に関する注記)
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用の商業ビル等（土地を含む。）を有しております。
⑵ 賃貸等不動産の時価等に関する事項

(単位：千円)

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2) 時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）でありま

す。
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報告セグメント その他
(注) 合計

土木事業 建築事業 計

売上高
一時点で移転される
財又はサービス 29,582,670 6,447,067 36,029,738 7,951,871 43,981,610
一定の期間にわたり
移転される財又はサービス 58,629,580 38,800,926 97,430,506 － 97,430,506

顧客との契約から生じる収益 88,212,250 45,247,994 133,460,245 7,951,871 141,412,116

その他の収益 － － － 433,769 433,769

外部顧客への売上高 88,212,250 45,247,994 133,460,245 8,385,641 141,845,886

(収益認識に関する注記)
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不動産賃貸事業並
びに環境事業等を含んでおります。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「４．会計方針に関する事項（５）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。
　なお、期末日までに発生した原価の累計額の見積り工事原価総額に占める割合が、履行義務の充足に係る進捗度に概ね比例して
いると考えられることから、発生原価に基づくインプット法によっております。
　また、工事契約に関する取引の対価は、契約条件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領（契約に基づき前受金を受
領する場合があります。）しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素は含まれておりません。
⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在
する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
① 契約資産及び契約負債の残高等
　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債に関する情報は以下のとおりであります。
　連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「受取手形・完成工事未収入金等」に含めて表示し
ており、契約負債は、「未成工事受入金」として表示しております。
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連結注記表

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 54,002,432

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 66,638,207

契約資産（期首残高） 39,419,585

契約資産（期末残高） 37,458,869

契約負債（期首残高） 836,970

契約負債（期末残高） 872,516

⑴ １株当たり純資産額 3,207円70銭
⑵ １株当たり当期純利益 241円00銭

(単位：千円)

　契約資産は、主として連結会計年度末日における一定期間にわたり収益を認識している進行中の工事契約について、顧客が対
価を支払うか支払期限が到来する前に収益認識を行った場合、受け取る対価に対する権利のうち、債権として計上すべき金額を
除いた金額をもって計上しております。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との
契約から生じた債権に振り替えられます。当該工事契約に関する対価は、契約条件に従い顧客に請求しております。
　契約負債は、主として工事契約に係る履行義務を充足する前に顧客から受け取った又は支払期限が到来した金額が収益認識を
行った額を超える場合、当該超過額をもって計上しております。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。なお、当連結
会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、793,040千円であります。
　また、過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額は964,199千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される契約
期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度
末において109,958,984千円であります。当該残存履行義務は、土木事業及び建築事業における工事契約に関するものであ
り、期末日後１年以内に約50％、２年以内に約25％、残り約25％がその後の期間に収益として認識されると見込んでおりま
す。

(１株当たり情報に関する注記)

(注) １株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式は、期末株式数及び期中平均株式
数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、株式給付信託が保有する当社株式の期末株式数は当連結会計年度100千株で
あり、期中平均株式数は当連結会計年度100千株であります。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで） (単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

買換資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 2,810,000 2,264,004 89,098 2,353,102 686,939 363,214 77,150,727 9,600,397 87,801,278
当期変動額
別途積立金の積立 － － － － － － 3,000,000 △3,000,000 －
剰余金の配当 － － － － － － － △3,245,544 △3,245,544
当期純利益 － － － － － － － 7,408,950 7,408,950
自己株式の取得 － － － － － － － － －
自己株式の処分 － － － － － － － － －
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － － 3,000,000 1,163,405 4,163,405
当期末残高 2,810,000 2,264,004 89,098 2,353,102 686,939 363,214 80,150,727 10,763,803 91,964,684

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 △3,897,519 89,066,861 2,520,799 2,520,799 91,587,661
当期変動額
別途積立金の積立 － － － － －
剰余金の配当 － △3,245,544 － － △3,245,544
当期純利益 － 7,408,950 － － 7,408,950
自己株式の取得 △197 △197 － － △197
自己株式の処分 2,820 2,820 － － 2,820
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － 1,451,340 1,451,340 1,451,340

当期変動額合計 2,622 4,166,028 1,451,340 1,451,340 5,617,368
当期末残高 △3,894,896 93,232,890 3,972,139 3,972,139 97,205,030

計算書類
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個別注記表

個別注記表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 未成工事支出金 個別法による原価法
② 未成業務支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
③ 商品及び製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
④ 材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑶ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　主として定率法によっております。ただし、機械、運搬具及び工具器具備品のうち大型保線機械、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 完成工事補償引当金
　完成工事に係る契約不適合責任に基づき要する費用に充てるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額を計上
しております。
③ 賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度対応分を計上しております。
④ 工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合
理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

16



2024/05/22 13:35:36 / 23070453_東鉄工業株式会社_招集通知

個別注記表

⑤ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理して
おります。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑥ 修繕引当金
　保有する線路保守用車両等の定期的な保守及び修繕の支出に備えるため、当該支出見込額のうち当事業年度末までに負担すべ
き額を計上しております。
⑦ 役員株式給付引当金
　役員の当社株式給付に備えるため、内規に基づく当事業年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。

⑸ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

土木事業及び建築事業
　当社において、土木及び建築工事全般に関する、企画、設計、施工、監理等の事業を行っております。工事収益総額は、原則
として顧客との工事請負契約の金額で算定しておりますが、契約前に発注者の工事指示書等に基づき作業を行った場合、未契約
金額については発注者からの工事指示書等の内容から、見積りによって算定しております。当該事業においては、主に顧客との
工事請負契約に基づき、土木及び建築工事を行う履行義務を負っており、当該履行義務は、工事の進捗に応じて資産の支配を一
定の期間にわたって顧客に移転しているものと考えられるため、当事業年度末において測定した当該履行義務の充足に係る進捗
度に基づき、一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗度の見積りは、契約ごとに、期末日までに発生した原価の累計
額が、工事原価総額に占める割合（インプット法）に基づいて算定しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的
に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準に
より処理しております。工期がごく短い工事については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点
で収益を認識しております。
　なお、一定の期間にわたり収益を認識する方法により計上した完成工事高は、96,840,272千円であります。

⑹ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。
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短期金銭債権 50,219,834千円
短期金銭債務 8,776,699

銀行借入金保証 31,467千円

売上高 100,328,012千円
仕入高 10,030,439
その他の営業取引高 73,207
営業取引以外の取引高 586,630

(会計上の見積りに関する注記)
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額
　一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約に係る完成工事高
（竣工済みの工事及び原価回収基準により処理した工事を除く）　49,635,610千円
⑵ 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約については、工期がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見
積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。進捗度の見積りは、契約ごとに、期末日までに発生した
原価の累計額が、工事原価総額に占める割合（インプット法）に基づいて算定しております。
　工事収益総額のうち、契約前に発注者の工事指示書等に基づき作業を行った場合、未契約金額については発注者からの工事指示
書等の内容から、見積りによって工事収益総額を算定しております。
　また、工事原価総額の見積りは、工事ごとに将来の気象条件や作成時点で入手可能な情報に基づいた施工条件や資機材価格につ
いて仮定を設定し、作業効率等を勘案して工種ごとに詳細に積み上げることによって見積っております。
　工事収益総額及び工事原価総額の見積りは、新たな合意による工事契約の変更や工種並びに工法の見直し、新たな事象の発生等
の状況変化により変動する可能性があります。その結果、工事収益総額及び工事原価総額は見積金額と異なる場合があり、翌年度
の計算書類の一定の期間にわたり履行義務が充足される工事契約に係る完成工事高に影響を与える可能性があります。

(追加情報)
（株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」）
　取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ（＝Board　Benefit　Trust））」に関する注記について
は、「連結注記表（追加情報）」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

(貸借対照表に関する注記)
⑴ 関係会社に対する金銭債権債務

⑵ 保証債務

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高
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当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

自己株式

普通株式 1,674 0 1 1,673

合計 1,674 0 1 1,673

繰延税金資産
　　未払事業税等 128,271 千円
　　完成工事補償引当金 82,651
　　工事損失引当金 51,116
　　賞与引当金 570,660
　　賞与に対する社会保険料 89,774
　　貸倒引当金繰入限度超過額 213,090
　　修繕引当金 345,622
　　その他 207,246
　繰延税金資産　小計 1,688,434
　　評価性引当額 －
　繰延税金資産　合計 1,688,434
繰延税金負債
　　前払年金費用 △275,136
　　買換資産圧縮積立金 △111,216
　　資産除去債務に対応する除去費用 △9,473
　　その他有価証券評価差額金 △1,699,021
　繰延税金負債　合計 △2,094,847
繰延税金資産（負債）の純額 △406,413

(株主資本等変動計算書に関する注記)
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注1) 当事業年度期首の普通株式の自己株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式101千株が含まれております。
(注2) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。
(注3) 普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、株式給付信託（BBT）から退任した取締役等への株式給付による減少１千株でありま

す。
(注4) 当事業年度末の普通株式の自己株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式100千株が含まれております。

(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

種類 会社等
の名称 所在地 資本金又は

出資金 (千円)
事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)
割合 (％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社
東 鉄 メ ン テ
ナ ン ス 工 事

㈱
東京都
品川区 20,000 建設業 所有

直接 100.0
資金の借入
役員の兼任

資金の借入
利息の支払

(注1)

2,000,000

1,547

預り金

未払費用

2,000,000

469

その他の
関係会社

東 日 本
旅客鉄道㈱

東京都
渋谷区 200,000,000 旅客

鉄道業
被所有
直接 19.5
間接 0.4

建設工事の請負
役員の兼任

完成工事高 99,525,142
契約資産 23,755,654
完成工事
未収入金 50,143,267

軌道材料等の
購入 3,109,922 工事未払金 1,480,538

その他の
関係会社
の子会社

日 本
ホ テ ル ㈱

東京都
豊島区 500,000 ホテル

業他 なし 建設工事の請負 完成工事高 2,402,236
契約資産 2,695
完成工事
未収入金 1,766,181

⑴ １株当たり純資産額 2,823円56銭
⑵ １株当たり当期純利益 215円21銭

(企業結合等関係)
（共通支配下の取引等）
　「連結注記表（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

(関連当事者との取引に関する注記)

　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
　　また、完成工事高の取引金額には一定の期間にわたり収益を認識する方法により計上した完成工事高を含んでおります。
　取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、取引金額は期中の平均残高を記載

しております。
(注2) 取引条件については、市場価格等を勘案し、価格交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定しております。

(収益認識に関する注記)
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結注記表（収益認識に関する注記）」に同一の
内容を記載しておりますので注記を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)

(注) １株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式は、期末株式数及び期中平均株式
数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、株式給付信託が保有する当社株式の期末株式数は当事業年度100千株で
あり、期中平均株式数は当事業年度100千株であります。
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